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��������	
国の関与を縮小し、地方の権

限と責任を大幅に拡大すること
を目指し、国庫補助金（法令に
基づいて国に支出を義務付けて
いるもの）・国庫負担金（地方
公共団体に対して、特定の事業
を奨励する際に支出するもの）
の廃止、地方交付税の見直し、
税源移譲を含む税源配分のあり
方を三位一体で検討し、改革す
ること。

�����
市民の皆さんなどに、市に納

めていただく税金で、市民税や
固定資産税、軽自動車税、入湯
税、市たばこ税などがある。

��������	

地方財政の赤字補てんのため、

赤字の一部を各地方公共団体の
判断で、地方債を借り入れて対
応することになった。これが臨
時財政対策債で、その元利償還
金は後年度、普通交付税で国か
ら市に交付されることになって
いる。

登
別
市
の
財
政
公
表

０

１０

２０

３０

４０

５０

６０

７０

【図３】地方交付税の推移億円

年度１１ １２ １３ １４ １５

５１.３ ５２.６ ４９.８ ４９.５
４６.３

６.１
６.４

６.１ ６.１

５.６

６.１
６.４

６.１ ６.１

５.６

２.７ ６.２ １１.３

総額５７.４億円 総額５９億円 総額５８.６億円 総額６１.８億円 総額６３.２億円

普通交付税下から 特別交付税 臨時財政対策債
（３㌻※３参照）

０ ５０ １００ １５０ ２００ ２５０ ３００

５５.２ １０１０.５ ８.４

１２１２.０ ８.６

１１１１.５ ８.６

９.３ ８.５

９.６ ８.１

１０.５ ５７.４ ８.４ ５４.４

１.５

３７.２ ２１.４ 総額２４６億円

５２.５ １２.０ ５９.０ ８.６ ４０.３

０.９

２１.９ ２６.５ 総額２２１.７億円

５３.２ １１.５ ５５.９ ８.６ ３５.０

０.７

２６.１ ２８.２ 総額２１９.２億円

５３.２ ９.３ ５５.６ ８.５ ４８.７

１.９

２３.１ ２４.３ 総額２２４.６億円

５０.９ ９.６ ５１.９ ８.１ ４８.４

０.８

億円

５１.８ ２６.１ 総額２４７.６億円

年度

１１

１２

１３

１４

１５

【図１】歳入決算額の推移

市税左から 地方譲与税等 地方交付税
分担金負担金・使用料手数料 国・道支出金 財産収入
市債 その他

０

１０

２０

３０

４０

５０

６０
億円

年度１１ １２ １３ １４ １５

１０１０.４ １０１０.０
７.６

５.９

６.５
１.６

１.６

０.２

１０.４ １０.０
７.６

５.９

６.５
１.６ ４.１ ５.１

０.７

１５.８

１９.４

３.６ ２.５
１.４

５.１

１.６

４.２
８.２

４.２

４.７

１２１２.９

４.２
８.２

４.２

０.２

４.２

４.７

１２.９

２.７
６.２

１１.３

総額３７.２億円

総額２１.９億円

総額２６.１億円
総額２３.１億円

総額５１.８億円

【図４】市債発行額の推移

臨時財政対策債（Ｈ１３から）下から 道路関係 教育関係

一般廃棄物処理施設 公営住宅 その他

０

１０

２０

３０

４０

５０

６０
億円

年度１１ １２ １３ １４ １５

１６.３ １５.６ １５.１ １４.８ １４.２

３.４ ３.５ ２.９ ３.２ ３.０

５.１
４.８ ５.２ ５.２

５.０

３.４ ３.５ ２.９ ３.２ ３.０

２３.７
２２.１ ２３.５ ２３.６

２２.３

４.３
４.３ ４.２ ４.１

４.１

２.４
２.２ ２.３ ２.３

２.３

５.１
４.８ ５.２ ５.２

５.０

総額５５.２億円 総額５２.５億円 総額５３.２億円 総額５３.２億円 総額５０.９億円

【図２】市税決算額の推移

個人市民税下から 法人市民税 固定資産税

市たばこ税 入湯税 その他


